
   津市移住支援補助金交付要綱 

 

令和２年３月１０日訓第３号  

 

改正 令和４年３月３０日訓第２３号 

令和５年７月２４日訓第４６号 

令和６年３月２９日訓第３６号 

令和７年３月２８日訓第１７号 

令和８年３月３１日訓第３０号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、東京圏から本市への移住及び定住の促進並びに中小企業

等における人手不足の解消に資するため、三重県移住・就業マッチング支援

事業実施要領（令和元年９月９日制定）及び津市補助金等交付規則（平成１

８年津市規則第４４号。以下「規則」という。）の規定に基づき補助金を交

付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「東京圏」とは、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈

川県をいう。 

２ この要綱において「移住」とは、本市の区域内に転入して住民基本台帳に

記録されることをいう。 

 （名称） 

第３条 第１条の補助金は、「移住支援補助金」（以下「補助金」という。）

と称する。 

 （交付の対象） 

第４条 補助金は、第１号に掲げる要件を満たし、かつ、第２号から第５号ま

でに掲げる要件のいずれかを満たす者（２人以上の世帯による申請を行う場

合にあっては、これらの要件に加えて第６号に掲げる要件を満たす者）に対

して、これを交付するものとする。 

 ⑴ 移住等に関する要件 次のいずれにも該当すること。 

ア 移住直前１０年間のうち、通算して５年以上、東京２３区（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２８１条第１項に規定する特別区をい

う。以下同じ。）内に居住し、又は東京圏のうち条件不利地域（離島振



興法（昭和２８年法律第７２号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４

号）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）、半

島振興法（昭和６０年法律第６３号）及び過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）の指定地域又は過疎地域

を有する市町村（政令指定都市を除く。）及び平成２２年国勢調査から

令和２年国勢調査までの間に人口が１０％以上減少した市町村をいう。

以下同じ。）以外の地域に居住し、東京２３区内への通勤（雇用者とし

ての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者としての通勤に限る。

以下同じ。）をしていたこと。ただし、東京圏のうち条件不利地域以外

の地域に居住し、かつ、東京２３区内の大学等へ通学し、東京２３区内

の企業等へ就職した者（雇用保険の被保険者としての就職に限る。）に

ついては、通学期間（大学にあっては修業年限、高等専門学校は２年を

上限とする。）を通算期間に加えることができる。 

  イ 移住直前に連続して１年以上、東京２３区内に居住し、又は東京圏の

うち条件不利地域以外の地域に居住し、東京２３区内への通勤をしてい

たこと。ただし、通勤の期間については、移住した日の３箇月前までの

日を起算日とすることができる。 

  ウ 令和元年９月１０日以降に本市に移住していること。 

  エ 補助金の交付を申請した日（以下「申請日」という。）において、移

住した日から起算して経過した期間が１年以内であること。 

  オ 申請日から５年以上、本市に継続して居住する意思を有していること。 

  カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）等

の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。 

  キ 日本人であること又は外国人であって、出入国管理及び難民認定法

（昭和２６年政令第３１９号）別表第２に規定する永住者、日本人の配

偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び日本国との平和条約に基づき日

本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第

７１号）第３条に規定する特別永住者のいずれかの在留資格を有してい

ること。 

  ク 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が、過

去１０年以内に申請者を含む世帯員として移住支援金を受給していない

こと。ただし、移住支援金を全額返還した場合又は過去の申請時に１８



歳未満の世帯員だった者が、５年以上経過し、１８歳以上となり申請し

た場合を除く。 

 ⑵ 就業に関する要件 次のいずれにも該当すること。 

  ア 勤務地が東京圏以外の地域又は東京圏のうち条件不利地域に所在する

こと。 

  イ 就業が補助金の対象としてマッチングサイト（都道府県が開設及び運

営を行う移住支援金の対象法人に係る求人情報を掲載するインターネッ

トサイトをいう。）に掲載されている求人への応募によるものであるこ

と。 

  ウ １週間当たり２０時間以上の無期雇用契約に基づいて就業しているこ

と。 

  エ イの求人への応募日が、当該求人がマッチングサイトに補助金の対象

として掲載された日以降であること。 

  オ 就業先に、申請日から５年以上継続して勤務する意思を有しているこ

と。 

  カ 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用

であること。 

 ⑶ テレワーク（情報通信技術を利用することによって、その所属する企業、

団体等（以下「所属企業等」という。）の事務所、事業所等以外の場所に

おいて就労する雇用（就業）形態をいい、業務委託契約に基づく個人事業

主の就業を含む。）に関する要件 次のいずれにも該当すること。 

  ア 所属企業等からの命令ではなく、自己の意思により移住した場合で

あって、移住先を生活の本拠とし、移住元での業務を引き続き行うもの

であること。 

  イ 勤務日数の５分の１を超えて所属企業等へ通勤することなく、週２０

時間以上テレワークを実施すること。 

  ウ 地域未来交付金（デジタル実装型）、又はその他これに類する交付金

等を活用した取組において、所属企業等から資金提供されていないこと。 

 ⑷ 関係人口に関する要件 

   次のいずれにも該当すること。 

  ア 支給要件 

   次のいずれかに該当すること。 

    （ア） 津市に居住経験があること。 



   （イ） 津市にふるさと納税を行ったことがあること。 

  イ 対象要件 

   次のいずれかに該当すること。 

   （ア） 認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号） 

第１３条第１項に規定する認定農業者をいう。以下同じ。）、認定就 

農者（同法第１４条の５第１項に規定する認定就農者をいう。以下同 

じ。）又は認定農業者若しくは認定就農者に雇用され、１週間当たり 

２０時間以上の無期雇用契約に基づいて就業している者であること。 

   （イ） 林業労働者（林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法第 

４５号）第２条第１項に規定する林業労働者をいう。）として、１週 

間当たり２０時間以上の無期雇用契約に基づいて就業していること。 

   （ウ） 漁業協同組合員（水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号） 

第１８条第１項に規定する組合員たる資格を有する者をいう。）であ 

ること。 

 ⑸ 起業に関する要件 

   申請日前１年以内に三重県起業支援金交付要領第１条に規定する三重県

起業支援金（以下「支援金」という。）の交付決定を受けていること。 

⑹ 世帯に関する要件 次のいずれにも該当すること。 

  ア 申請者を含む２人以上の世帯員が移住元において同一世帯に属してい

たこと。 

  イ 申請者を含む２人以上の世帯員が申請時において同一世帯に属してい

ること。 

  ウ 申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも令和元年９月１０日以降に

移住していること。 

  エ 申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも申請日において、移住した

日から起算して経過した期間が１年以内であること。 

  オ 申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも暴力団等の反社会的勢力又

は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を限度

とし、予算で定める範囲内において、これを交付するものとする。 

 ⑴ 単身世帯による申請の場合 ６００，０００円 

 ⑵ ２人以上の世帯による申請の場合 １，０００，０００円（申請者以外



の世帯員（申請者の配偶者を除く。）が申請日の属する年度の４月１日に

おいて１８歳未満の者である場合にあっては、当該１８歳未満の者１人に

つき３００，０００円を加算した額） 

 （交付申請の期限） 

第６条 規則第３条第１項の別に定める期日は、移住した日の翌日から起算し

て１年を経過する日とする。 

 （添付書類） 

第７条 規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書

類とする。 

 ⑴ 写真付身分証明書の写し 

 ⑵ 移住元での居住地及び居住期間が確認できる書類 

 ⑶ 補助金の振込先の口座番号が分かるもの 

 ⑷ 移住元での在勤地及び在勤期間が確認できる書類（東京２３区内への通

勤の場合に限る。） 

 ⑸ 移住元において雇用保険の被保険者であったことが確認できる書類（東

京２３区内に通勤していた雇用者の場合に限る。） 

 ⑹ 就業証明書（第１号様式の１）、就業証明書（テレワークに関する要件

様式）（第１号様式の２）又は就業証明書（関係人口に関する要件様式）

（第１号様式の３）（起業に関する要件に係る申請の場合を除く。） 

 ⑺ 次に掲げる書類（個人事業主がテレワークに関する要件に係る申請を行

う場合に限る。） 

 ア テレワークにより移住前の業務を継続して行うことが確認できる書類 

イ 開業届の写し又は確定申告書の写し 

ウ 補助金の申請前３か月間における当該テレワーク業務の実態（収入）

が確認できる書類 

⑻ 支援金の交付決定通知書（起業に関する要件に係る申請の場合に限る。） 

 ⑼ 移住前後において申請者を含む２人以上の世帯員が同一世帯に属してい

ること及び世帯員の生年月日が確認できる書類（２人以上の世帯として申

請する場合に限る。） 

 ⑽ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第８条 市長は、規則第３条第１項の規定による提出があったときは、その内

容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付の決定を行うとともに交付



すべき補助金の額を確定（以下「交付決定等」という。）し、その旨を移住

支援補助金交付決定及び確定通知書（第２号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

（交付決定等の取消し） 

第９条 市長は、補助金の交付の対象となる者が次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める事項に該当するときは、補助金の交付決定等の全部又は一

部を取り消すことができる。 

 ⑴ 交付決定等の全部を取り消す場合 次のいずれかに該当したとき。 

ア 偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受けたとき。 

  イ 申請日から起算して３年を経過する日までに本市から転出したとき。 

  ウ 申請日の翌日から起算して１年を経過する日までに就業先を退職した

とき（就業に関する要件に係る補助金に限る。）。 

  エ 支援金に係る交付決定が取り消されたとき（起業に関する要件に係る

補助金に限る。）。 

 ⑵ 交付決定等の一部を取り消す場合 申請日から起算して３年を経過する

日を超えて居住し、申請日の翌日から起算して５年を経過する日までに本

市から転出したとき。 

 （補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付決定等を取り消した場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める額の返還を求めるものとする。ただし、就

業先の破産、災害、疾病その他やむを得ない事情があると市長が認めるとき

は、この限りでない。 

 ⑴ 前条第１号に該当する場合 全額 

 ⑵ 前条第２号に該当する場合 半額 

 （継続就業の確認） 

第１１条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、申請日から５年を経過す

るまでの間、当該申請日から１年ごとに、就業継続証明書（第３号様式）の

提出を求めるものとする。 

 （継続居住の確認） 

第１２条 市長は、補助金の交付を受けた者に対し、申請日から５年間、当該

申請日から１年を経過するごとに住民票の写し（２人以上の世帯による申請

の場合にあっては、世帯員全員の住民票の写し）の提出を求めるものとする。 



 （報告及び立入調査） 

第１３条 市長は、必要があると認めるときは、補助金に関する報告を求め、

又は立入調査をすることができる。 

 （適用除外） 

第１４条 補助金については、規則第１２条の規定にかかわらず、実績報告書

（規則第６号様式）の提出を要しないものとする。 

 （委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、令和２年３月１２日から施行する。 

 附 則（令和４年３月３０日訓第２３号） 

１ この訓は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市移住支援補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の日以後に

本市に移住した者に係る補助金について適用し、同日前に本市に移住した者

に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和５年７月２４日訓第４６号） 

 この訓は、決裁の日から施行し、改正後の津市移住支援補助金交付要綱の規

定は、令和５年６月２３日以後に本市に移住した者に係る補助金について適用

する。 

   附 則（令和６年３月２９日訓第３６号） 

この訓は、令和６年４月１日から施行し、改正後の津市移住支援補助金交付

要綱の規定は、同日以後に本市に移住した者に係る補助金について適用する。 

   附 則（令和７年３月２８日訓第１７号） 

１ この訓は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市移住支援補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の以後に本

市に移住した者に係る補助金について適用し、同日前に本市に移住した者に

係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則（令和８年３月３１日訓第３０号） 

１ この訓は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市移住支援補助金交付要綱の規定は、この訓の施行の以後に本

市に移住した者に係る補助金について適用し、同日前に本市に移住した者に

係る補助金については、なお従前の例による。 



第１号様式の１（第７条関係） 

 

就 業 証 明 書 

 

                          年  月  日   

 

  （宛先)津市長 

 

                   所在地              

                   事業者名            

                   代表者名             

                   電話番号             

                   担当者              

 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

就業者名   

就業者住所 
〒 

就業先所在地 
〒 

就業先電話番号   

就業年月日   

応募受付年月日   

雇用形態 １週間当たり２０時間以上の無期雇用 

マッチングサイト 

求人管理番号 
  

三重県移住・就業マッチング支援事業に関する事務のため、勤務者の勤務状況などの情報を、三重県及び

津市の求めに応じて、三重県及び津市に提供することについて、勤務者の同意を得ています。 

 



第１号様式の２（第７条関係） 

 

就 業 証 明 書 

（テレワークに関する要件様式） 

 

                          年  月  日   

 

  （宛先）津市長 

 

                   所在地              

                   事業者名            

                   代表者名             

                   電話番号             

                   担当者              

 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

就業者名   

就業者住所 

(移住前)  

〒 

就業者住所 

(移住後) 

〒 

就業先所在地 
〒.  

就業先電話番号   

移住の意思 
所属企業等からの命令（転勤、出向、出張、研修等含

む。）ではない 

雇用（就業）形態 

□ 無期雇用 □ 業務委託契約 
 
移住先において勤務日数の５分の１を超えて通勤せ

ず、１週間当たり２０時間以上のテレワーク 

地域未来交付金（デジ

タル実装型）等による

資金提供の有無 
なし 

三重県移住・就業マッチング支援事業に関する事務のため、勤務者の勤務状況などの情報を、三重県及び

津市の求めに応じて、三重県及び津市に提供することについて、勤務者の同意を得ています。 



第１号様式の３（第７条関係） 

 

就 業 証 明 書 

（関係人口に関する要件様式） 

 

                          年  月  日   

 

  （宛先）津市長 

 

                   所在地              

                   事業者名            

                   代表者名             

                   電話番号             

                   担当者              

 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

就業者名   

就業者住所 
〒 

就業先所在地 

〒 

就業先電話番号   

就業年月日  

就業する業種  

就業する業種概要  

雇用形態  



第２号様式（第８条関係） 

 

移 住 支 援 補 助 金 交 付 決 定 及 び 確 定 通 知 書 

 

（ 記 号 番 号 ）   

 年  月  日   

 

 

（氏   名） 様 

 

津市長 （氏   名） 印    

 

      年  月  日付けで申請のあった津市移住支援補助金を下記のとお

り条件を付けて交付しますので、津市移住支援補助金交付要綱第８条の規定によ

り通知します。 

記 

  交付決定額及び確定額 

 

 

 金               

 

条 件 

 

 １  

 

２  

 

３ 

 

４ 

 

５ 



 

 

第３号様式（第１１条関係） 

 

就 業 継 続 証 明 書 

 

                          年  月  日   

 

  （宛先)津市長 

 

                   所在地              

                   事業者名            

                   代表者名             

                   電話番号             

                   担当者              

 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

就業者名   

就業者住所 

〒 

就業先所在地 

〒 

就業先電話番号   

業種  

業種概要  

雇用（就業）形態  



 

 


